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明 細 書

発明の名称 ：エネルギー管理システム

技術分野

[0001 ] 本発明は、太陽電池で発電された電力を配電系統に連系させるエネルギー

管理システムに関する。

背景技術

[0002] 近年、太陽電池で発電される直流電力を電力変換器で交流電力に変換 した

後、配電系統に重畳 し、太陽電池で発電される電力あるいは配電系統から供

給される電力を負荷に供給すると共に、夜間に配電系統から供給される電力

を蓄電池などに貯蔵するようにした系統連系型のエネルギー管理システムが

知られている （例えば、特許文献 1参照）。

この種のエネルギー管理システムでは、昼間、太陽電池で発電された直流

電力を電力変換器 （パワーコンデイショナ）により交流電力に変換 し、配電

系統と連系 して電力を負荷に供給するようにしている。このパワーコンディ

ショナは、配電系統と連系 していることから、太陽電池の発電電力が負荷の

消費電力よりも小さい場合、太陽電池の発電電力は全て負荷で消費され、不

足分が配電系統から供給される。また、太陽電池の発電電力が負荷の消費電

力よりも大きい場合には、余剰電力が発生するので、その余剰電力を配電系

統に逆潮流電力として供給するようにしている。一方、太陽電池の発電電力

が得られない夜間では、配電系統からの電力をパワーコンデイショナを介 し

て蓄電池に充電 し、昼間にこれを利用することにより配電系統における昼間

の発電電力のピークを抑制 し、夜間電力の有効利用を図るようにしている。

先行技術文献

特許文献

[0003] 特許文献 1 ：曰本国特開 2 0 0 2 - 7 6 7 4 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題



[0004] ところで、従来のエネルギー管理システムでは、太陽電池の発電電力が負

荷の消費電力よりも小さい場合、太陽電池の発電電力は全て負荷で消費され

る。ここで、蓄電池に充電された電力が十分であれば、負荷の消費に対する

太陽電池の発電電力の不足分は蓄電池の放電電力で補うことができる。蓄電

池に充電された電力が十分でなければ、負荷の消費電力に対する太陽電池の

発電電力の不足分は配電系統からの電力で補われる。

また、昼間に配電系統からの電力消費のピークを蓄電池の放電電力を用い

て抑制するように用いられる場合もある。

[0005] —方、上述のエネルギー管理システムは、負荷で消費される電力より直流

電源 （太陽電池、蓄電池など）が出力する電力が大きい場合、その余剰電力

を配電系統に逆潮流させることも可能である。

しかしながら、直流電源 （太陽電池、蓄電池）の出力を逆潮流させると、

せっかく発電した電力 （太陽電池の場合）や、配電系統から買電して蓄えた

電力 （蓄電池の場合）をエネルギー管理システムで任意に使用することがで

きないため、配電系統へ逆潮流をさせないように制御することも行われてい

た。

[0006] そこで、本発明の目的は、直流電源から出力される電力をより有効に利用

できるようにするェネルギ一管理システムを提供することにある。

課題を解決するための手段
[0007] 上記目的を達成するために、本発明は、直流電源と、前記直流電源からの

電力を交流電力に変換し、配電系統から電力が供給される配線に重畳するィ

ンバ一タ回路と、前記ィンバ一タ回路から出力された交流電力が前記配電系

銃へ逆潮流するのを所定の第 1周期で監視する逆潮流監視手段と、前記配線

へ重畳する交流電力の量を所定の第 2 周期で変更可能に前記ィンバータ回路

を制御する制御手段と、を備え、前記第 1周期を前記第 2 周期より短くした

ことを特徴とする。

ここで、直流電源としては、蓄電池、太陽電池、燃料電池などの適用が可

能である。



[0008] この場合 において、前記直流電源 か ら前記配電系統へ向か って流れ る逆潮

流電力 を遮断状態 にする開閉機構 を設 け、前記制御手段 は、前記逆潮流監視

において、前記直流電源 か らの逆潮流 を検 出 した場合 に、前記開閉機構 を作

動 させ るように してもよい。

[0009] また、前記制御手段 は、前記開閉機構 を作動 させた後、復帰 させ る場合、

前記 ィ ンバ一タ回路 の出力 を前記開閉機構 が作動する前 よ りも減 じて動作 さ

せ るように してもよい。

さ らに、前記制御手段 は、予め前記直流電源 か らの電力供給 のタイムスケ

ジュール を記憶 してお り、前記 タィ厶スケジュール に沿 って前記直流電源 か

らの電力供給 を管理 するように してもよい。

[001 0] また、本発明は、複数 の電池セル を収容 した電池 モジュール を直列 に接続

して構成 した電池 システム と、前記電池 システムの出力 を交流電力 に変換 し

、前記蓄電システム と配電系統 とを連系 して、前記配電系統 に接続 され る負

荷へ交流電力 を供給 するイ ンバータ回路 と、前記配電系統 の交流電力 を整流

して前記電池 システムの充電 を行 う充電器 と、前記複数 の電池 モジュールの

蓄電容量 をバ ランスさせ る電池バ ランス手段 と、前記充電器、前記電池バ ラ

ンス手段及び前記 イ ンバータ回路 を制御 する制御手段 と、 を備 え、前記制御

手段 は、所定の第 1 周期毎 に前記充電 における電流電圧制御 を行 うように、

前記充電器 を制御 し、所定の第 2 周期毎 に前記複数 の電池 モジュールの電池

容量 を監視 してバ ランスさせ るように前記電池バ ランス手段 を制御 し、前記

第 1 周期 は前記第 2 周期 よ り短 く設定 されていることを特徴 とする。

[001 1] この場合 において、前記制御手段 は、前記電池 システムの充電 と並行 して

前記蓄電容量 をバ ランスさせ る処理 を行 うように してもよい。

発明の効果

[001 2] 本発明によれば、 直流電源 か らの出力 され る電力 をよ り有効 に利用で きる

ようにするエネル ギー管理 システムを提供 することがで きる。

図面の簡単な説明

[001 3] [ 図 1] 本発明の実施形態 に係 る系統連系システムの構成 を示す図である。



[ 図2 ] 系統連系システ ムの概要動作を示すフローチ ヤ一 卜である。

[ 図3 ] 蓄電池の概要構成図である。

[ 図4 ] バ ッテ リバランス制御タイミング及び充電電流電圧制御タイミングのタ

ィ ミングチ ヤ一 卜であ る。

[ 図5] 逆潮流監視処理の処理 フロ一チヤ一 卜である。

[ 図6] 充放電時間管理タィミング及び逆潮流監視タイミングのタイミングチャ

- 卜である。

[ 図7] 蓄電池の充電制御の説明図である。

発明を実施するための形態

[0014] 以下、図面を参照 して本発明の実施形態について説明する。

図 1 は、本発明を適用 した実施形態に係る系統連系システ ム 1 の構成を示

す図である。系統連系システ ム 1 は、図 1 に示すように、電力会社か ら供給

される商用電力系統 （配電系統） 1 1 と、太陽電池 （直流電源） 2 1 とを電

力源 として備えている。 これ らの電力は商用電力系統 1 1 へつなが り、分電

盤 1 2 の下流側に位置する配線 （主線路） 1 3 に夫々が供給され、 この電力

は配線 （主線路） 1 3 を介 して負荷 1 5 に供給される。 また、系統連系シス

テ ム 1 は充放電可能な蓄電池 （電池システ ム） 4 を備えており、商用電力系

統 1 1 の電力または太陽電池 2 が発電 した電力によって電池システム 4 を

充電するとともに、電池システ ム 4 が放電する電力は配線 1 3 に供給される

[001 5] 電池システ ム 4 (直流電源）の構成については、 リチウムイオン電池や鉛

電池などを用いることができ、後に詳述するが、複数の電池又は電池モジュ

ールを直列及び/ 又は並列に接続 して所定の電圧 と所定の容量が得 られるよ

うに構成されている。尚、 リチウムイオン電池では夫々の電池モジュールの

温度や電圧を監視するコン 卜ローラを備えていても良い。

[001 6] また、太陽電池 2 には分配器 2 2 が接続され、太陽電池 2 で発電され

た電力は、分配器 2 2 にて第 1 D C / A C コ ンバ ータ 2 3 及び/ 又は充電器

3 に分配 して出力される。分配器 2 2 は例えば、太陽電池 2 で発電され



た電力を全て第 1 D C / A C コンバータ 2 3 へ供給するモー ド、太陽電池 2

1 で発電された電力を全て充電器 3 へ供給するモ ー ド、太陽電池 2 で発

電された電力を第 1 D C / A C コンバータ 2 3 と充電器 3 とへ所定の比率

で分配 し供給するモー ド、太陽電池 2 で発電された電力を一定値 を超 えな

い範囲で常に充電器 3 へ 供給する モ 一 ドな ど任意の分配 モ 一 ドが可能であ

る。

第 1 D C / A C コンバータ 2 3 は、太陽電池 2 1 で発電された電力、すな

わち直流電力を所定の電圧 に昇圧すると共 に、商用電力系統 1 1 と同一 また

は実質的に同 じ周波数であ り、かつ同期 した交流電力に変換 した後、第 1 出

力線路 2 4 を介 して第 1 連系点 2 5 で配線 1 3 に重畳する。前記昇圧の 目標

である所定の電圧 を変えることによって、配線 1 3 に重畳 される交流電力の

電圧が変化するので配線 1 3 上の系統の交流電力の電圧 との差 を変えること

によって配線 1 3 に重畳 される交流電力量 を制御することがで きる。

この交流電力量は太陽電池 2 1 か ら第 1 D C / A C コンバータ 2 3 へ供給

される電力量 と同 じでなければな らない。 また、太陽電池 2 1 の発電電力は

日射量 によって変わるため配線 1 3 へ 重畳 される電力量 も変わるものである

。従 って、第 1 D C / A C コンバータ 2 3 における所定の電圧は日射量 に応

じて常に変化 させる必要あ り、 この制御周期 は早 ければ早いほど日射量の変

化 に対する追従性が良 くな り太陽電池 2 の発電効率が良 くなるものである

尚、分配器 2 2 で太陽電池 2 の発電電力の一部 を充電器 3 へ分配 して

いる際はこの補正も必要 になる。 また、第 1 D C / A C コンバータ 2 3 によ

る交流電力の生成 は通常の P W M (パルス幅変調）方式を用いることがで き

るので詳細は省略する。 また、 M P P T (最適動作点追従）制御 を用いて太

陽電池 2 の発電電力を制御 しているが通常の制御方式を用いることがで き

るので詳細は省略する。

電池 シ ステ ム 4 を充電する充電器 3 は、整流器 3 2 を介 して配線 1 3 に

接続 されている。整流器 3 2 は、配線 1 3 か ら供給 される交流電力を整流 -



平滑 した後 の直流電力 を充電器 3 に出力 し、 充電器 3 は、整流器 3 2 か

ら入力 され る直流電力 を用 いて電池 システム 4 を充電す る。 また、 充電器 3

1 には分配器 2 2 を介 して太陽電池 2 が接続 され、 太陽電池 2 が発電 し

た直流電力が供給 され、 同様 に この直流電力 を用 いて電池 システム 4 が充電

され る。 尚、 充電器 3 1 へ の直流電力の供給 は整流器 3 2 と分配器 2 2 との

いずれか一方 と しているが、 夫 々の電圧 を調整 すれ ば両方 か ら直流電力の供

給 を受 ける ことも可能 であ る。

[001 8] また、 電池 シ ス テ ム 4 が放 電す る際 は、 イ ンバ 一 タ回路 であ る第 2 D C /

A C コ ンバ ー タ 3 3 及び電流遮断器 であ る リレ一 3 4 、 第 2 出力線路 3 5 を

介 して第 2 連系点 3 6 で配線 1 3 に放 電 され る （電力が出力 され る）。 第 2

D C / A C コ ンバ ー タ 3 3 は、 電池 シ ス テ ム 4 か ら放 電 され る電力、 すなわ

ち直流電力 を所定の電圧 に昇圧 す る と共 に、商 用電力系統 1 1 と同一 または

実質的 に同 じ周波数 であ り、 かつ同期 した交流電力 に変換 した後、 第 2 出力

線路 3 5 を介 して第 1 連系点 2 5 で配線 1 3 に重畳 す る。 第 1 D C / A C コ

ンバ 一 タ 2 3 と同様 に前記昇圧 の 目標 であ る所定の電圧 を変 える ことによ つ

て、配線 1 3 に重畳 され る交流電力の電圧 が変化 す るので配線 1 3 上 の系統

の交流電力の電圧 との差 を変 える ことによ って配線 1 3 に重畳 され る交流電

力量 を制御 す る ことがで きる。 第 2 連系点 3 6 は、配線 1 3 における第 1 連

系点 2 5 よ りも負荷 1 5 側 に配置 されている。

[001 9] 系統 連系 シ ス テ ム 1 は、 太陽電池 2 1 が発電 した電力 と商 用電力系統 1 1

の電力 とを負荷 1 5 に供給 す る ことがで きる。 こ こで 、 太陽電池 2 1 の発電

電力が負荷 1 5 の使 用電力 よ りも小 さい場合、 太陽電池 2 1 の発電電力 は全

て負荷 1 5 で消費 され、不足分 は商 用電力系統 1 1 か ら供給 され る。 電池 シ

ステム 4 に電荷 が充分 に充電 されていれ ば、 この電力の不足分 を電池 システ

厶 4 の放 電電力で補 うことも可能 であ る。

一方、 太陽電池 2 の発電電力 と蓄電池 の放 電 による電力 との合計電力が

負荷 1 5 の使 用電力 よ りも大 きい場合、 この 余剰 電力 は商 用電力系統 1 1 に

逆潮流電力 と して供給 され る ことにな る。



[0020] ところで、太陽電池の発電電力は、新たに創 り出された電力であ り、その

余剰電力は配電系統へ逆潮流させ、広 く配電系統内で活用することが望 まれ

ている。

一方、配電系統か ら蓄電池に蓄え られた電力を配電系統 に逆潮流させても

、蓄電池の充放電による損失が生 じるのみであ り有効利用に至 らないもので

ある。

[0021 ] 3 7 は遮断機構であ り、上記 した リレー 3 4 と、 この リレー 3 4 の開閉動

作を指示する制御部 5 と、配線 1 3 上 を第 2 連系点 3 6 か ら第 1 連系点 2

5 へ流れる有効電流 （電流）を検知する電流検知器 5 2 とを備えて構成 され

る。配線 1 3 上 には交流電力が供給 されてお り、電流の方向は常に逆転 して

いる。従 って、実際の有効電流の方向は電流位相の進む方向を見て判断 し、

その電流量はC T ( カ レン トトランス）などの検出器を用いた通常の方式で

検知することができる。

リレ一 3 4 が開 くことにより、第 2 D C / A C コンバータ 3 3 及び電池シ

ステム 4 が商用電力系統 1 1 か ら解列される。

電流検知器 5 は、配線 1 3 における第 1 連系点 2 5 と第 2 連系点 3 6 と

の間に設けられ、第 2 連系点 3 6 か ら第 1 連系点 2 5 への有効電力の流れ、

すなわち、電池シ ステ ム 4 か らの配電系統へ逆潮流する有効電流を検知する

もの であ り、制御部 5 に接続 されている。制御部 5 は、系統連系シ ステ

厶 1 全体を制御するコ ン トロー ラであ り、各機器 と接続 されている。

[0022] 次 に、電池シ ステ ム 4 か ら商用電力系統 1 1 への逆潮流を防止する遮断機

構 3 7 の動作を説明する。

図 2 は、系統連系シ ステ ム の概要動作を示すフローチ ヤ一 卜である。

まず、予め蓄電池へ充電する時間帯を決めている制御 において、制御部 5

は、現在時刻が充電時間帯であるか否かを判別する （ステ ップS 1 1 ) 。

この場合において、充電時間帯は、いわゆる深夜電力時間帯に設定されてお

り、例えば、深夜電力時間帯が 2 3 時か ら翌 日の 7 時までだと した場合には

、充電時間帯は 2 4 時か ら翌 日 5 時までの 5 時間のように設定される。



[0023] ステップS 1 1 の判別において、現在時刻が充電時間帯である場合には （

ステップS 1 1 ；Y e s ) 、電池システム4 の充電制御 （ステップS )

および電池システム4 のバッテ リバランス制御 （ステップS 1 3 ) がなされ

る。

電池システム4 の充電制御と電池システム4 のバッテ リバランス制御とは

、同時並行 して行われる。ここで、電池システム4 の充電制御及び電池シス

テム4 のバッテ リバランス制御の説明に先立ち、電池システム4 の構成につ

いて説明する。

[0024] 図 3 は、電池システム4 としてリチウムイオン電池を用いた場合であり、

リチウムイオン電池のセルを複数個並列及び直列に接続 し所望の端子電圧と

所望の蓄電容量が得 られるように構成 した電池モジュール 4 B 1 ~ 4 B 4 を

直列に接続 して成 した概要構成図である。

尚、電池システム4 は定格 1 2 V の鉛蓄電池を複数組み合わせて所望の電

圧と所望の蓄電容量を得るように構成 しても良く、電池の種類が限定される

ものではない。また、電池によってはこのバッテ リバランスの制御を省略 し

ても良い。

電池システム4 は、大別すると、コン トローラ4 A と、このコン トローラ

4 A の制御下で蓄電を行う複数の電池モジュール 4 B 1 ~ 4 B 4 と、を備え

ている。

コン トローラ4 A は、電池モジュール 4 B ~ 4 B 4 の温度や電圧を監視

して、充電制御を行うと共に、電池モジュール 4 B 1 ~ 4 B 4 間の蓄電電圧

がほぼ等 しくなるようにバッテ リバランス制御を行う。すなわち、コン ト口

—ラ4 A は、複数の電池モジュ一ルの蓄電容量をバランスさせる電池バラン

ス手段として機能する。

[0025] 電池モジュール 4 B 1 ~ 4 B 4 は、同一構成であり、電池モジュール 4 B

1 を一例として説明すると、直列及び/ 又は並列に相互接続された複数の電

池セル （単位蓄電池）を収容 した電池ユニットB U と、この電池ユニットB

U と並列に接続された放電用スィッチS W及び放電用抵抗 Rを備えている。



この場合において、電池モジュール 4 B ~ 4 B 4 を構成する電池ュニッ

卜B U は、互いに直列に接続されている。さらに、直列に接続された電池モ

ジュール 4 B ~ 4 B 4 の一端の電池モジュール 4 B の電池ュニッ卜B U

の負極は接地されており、他端の電池モジュール 4 B 4 の正極はスィツチS

W A に接続されている。このスィッチS W A は、コン トローラ4 A の制御に

より切 り替えることができ、スィッチS W A を介 して電池システム4 は、充

電器 3 或いは第 2 D C / A C コンバータ3 3 に接続される。

[0026] まず、充電制御について説明する。

図 7 は、蓄電池の充電制御の説明図である。

図 7 に示すように、充電は電流特性線 L C に示すように定電流による定電

流充電で開始され、電池ュニッ卜B Uの端子電圧特性 L V が時刻 t に所定

の切換電圧に至るまで、この定電流による定電流充電が維持される。時刻 t

1以降は、端子電圧特性 L V の電圧が一定電圧となる定電圧充電が行われる

。この場合において、定電流の安定化の制御周期及び定電圧の安定化の制御

周期は、周期 f C C (図4 参照）で行われている。

例えば、定電流制御の場合では、電流センサ （図示せず）が検出した電流

値が格納されている記憶部からこの電流値を読み出し、同 じく目標電流値の

格納されている記憶部からこの目標電流値を読み出して比較を行い、この電

流値との目標電流値との大小に基づく補正値を出力電圧目標値の格納されて

いる記憶部に加算するまでの一連の動作を周期 f C C毎に行うものである。

尚、出力電圧目標値に相当する電圧が電池ュニッ卜B Uの端子に印加される

ものである。

また、定電圧制御の場合は、同様に、記憶部に格納された端子電圧と出力

電圧目標値の大小に基づいて出力電圧目標値を補正するものであり、同様に

この動作を行う周期が f C C毎である。

[0027] そ して、時刻 t 2 において、電流特性線 L C の電流値が、電池ユニットB

Uの満充電状態を判断する電流値にまで低下すると、満充電と判断 して充電

を完了する。



次にバッテ リバランス制御について説明する。

ところで、電池モジュール 4 B ~ 4 B 4 を構成する電池ュニッ卜B U は

互いに直列に接続されている場合、夫々の電池モジュール 4 B 1 ~ 4 B 4 の

特性には多少のバラツキがありこのバラツキはその端子電圧にあらわれる。

すなわち、夫々の電池モジュールを同等に充電 しても夫々の電池モジュール

の端子電圧にバラツキが出るものである。上記充電制御を行った場合に、い

ずれか一つの電池ュニッ卜B Uの充電速度が速 く電圧が切換電圧に至ると、

全体が定電圧充電に移行 し、この後いずれかの電池ュニッ卜の充電速度が速

く満充電状態と判断されると上記充電制御が停止となる。この時、他の電池

モジュールが満充電状態に至らない状態で充電が終了することになる。従つ

て、電池システム4 は予定 した蓄電容量の満充電に至っていないものである

[0028] そこで、このような場合には、満充電状態となった電池ユニットB U に対

応する放電用スィッチS Wをオン状態として、当該電池ュニッ卜B U に蓄え

た電力を放電用抵抗 Rを介 して一部放電する。この結果、充電制御が継続さ

れ電池モジュール 4 B ~ 4 B 4 の充電は維持される。この制御 （バッテ リ

バランス制御）を充電制御中に並行 して行うことにより、電池モジュール 4

B ~ 4 B 4 を構成 している電池ュニッ卜B Uの蓄電電圧は、互いに近づい

た状態で充電が進み、全体としてより満充電状態に近づく。

[0029] 図 4 は、電池 （バッテ リ）バランス制御タイミング及び充電電流電圧制御

タイミングのタイミングチヤ一 卜である。

この場合において、夫々の電池ュニッ卜B Uの端子電圧を検出して定電流

充電から定電圧充電へ切 り替える判断、及び夫々の電池ュニッ卜B Uの充電

電流を検出して行う満充電の判断をする周期を f B B で行っている。この周

期 f B B は、電池ュニッ卜B Uの充電制御を行う周期 f C C よりも長い周期

である。

より具体的には、周期 f C C は、 2 0 m s e c 周期程度であり、電池バラ

ンスの制御を行う周期 f B B は、 1 O m ί η 周期程度である。



[0030] したがって、バ ッテ リバランス制御 を行 うことによる電池ユニ ッ トB U の

充電における電流電圧制御 に与える影響 を抑制することができる。

より詳細には、周期 f C C と周期 f B B との値が近い場合、特 にバ ッテ リ

バ ラ ンス制御では放電用抵抗 R の発熱を抑制するため急激な放電はできず、

そのため複数の周期 に渡 って放電用抵抗 R に通電を維持することになる。 こ

の放電による電池システム 4 の端子電圧の低下に応答 して充電器の出力電圧

が増加されるので、 この電圧増加 と端子電圧の低下 とが繰 り返されて制御が

終息 しない状態に至 り、電池シ ステ ム 4 の端子電圧が短時間にせよ急激 に増

加 して電池システム 4 を破壊する可能性がある。 このため、端子電圧の低下

すなわち放電用抵抗 Rへの通電時間に制限を設け、バ ッテ リバランス制御 を

収束させるために f B B の周期 を周期 f C C よ り長 く設定 している。

[0031 ] 次 に充電が完了すると、逆潮流監視 タイミングであるか否かを判別する （

ステ ップS 1 4 ) 。本実施形態では、逆潮流監視 タイミングとは、系統連系

システム 1 が運転中に所定時間 （2 0 m s e c ) ごとに監視 を実行するタイ

ミング、及び、第 2 D C / A C コンバータ 3 3 が再起動 した直後 に監視 を実

行するタイミングを含むものとする。

ステ ップS 1 4 の判別において、逆潮流監視 タイミングである場合には （

ステ ップS 1 4 ；Y e s ；) 、逆潮流監視処理 を行 う （ステ ップS 1 5 ) 。

[0032] 図 5 は、逆潮流監視処理の処理 フローチヤ一 卜である。

まず制御部 5 1 は、電流検知器 5 2 によって、逆潮流 （即ち、第 2 連系点

3 6 か ら第 1 連系点 2 5 への有効電力の流れ）が検出されるか否かを判別す

る （ステ ップS 2 1 ) 。すなわち、制御部 5 及び電流検知器 5 2 は、逆潮

流監視手段 と して機能する。ステ ップS 2 1 の判別において、電流検知器 5

2 が逆潮流を検出 しない場合 （ステ ップS 2 1 ；N o ) には、逆潮流監視処

理 を終 了 し、処理 をステ ップS 6 に移行する。ステ ップS 2 の判別にお

いて、電流検知器 5 2 が逆潮流を検出 した場合 （ステ ップS 2 1 ；Y e s )

には、制御部 5 1 は、 リレー 3 4 を開成する （ステ ップS 2 2 ) 。

これ に よ り、 第 2 D C / A C コ ンバ ー タ 3 3 及び電池シ ステ ム 4 が商用電



力系統 1 1 から解列されることにより、電池システム4 から放電された放電

電力が商用電力系統 1 1 に逆潮流することを確実に防止できる。また、第 2

D C / A C コンバータ3 3 は、商用電力系統 1 1 から解列されたことを検出

して停止する。

[0033] 本実施形態では、電流検知器 5 2 は、配線 1 3 における商用電力系統 1 1

側に位置する第 1連系点 2 5 と、負荷 1 5 側に位置する第 2 連系点 3 6 との

間に設けられているため、電流検知器 5 2 によって第 2 連系点 3 6 から第 1

連系点 2 5 へ流れる有効電力が検出された場合には、この逆潮流が電池シス

テム4 の放電電力によるものとみなすことができる。

また、太陽電池 2 から出力された電力が流れる第 1 出力線路 2 4 が第 1

連系点 2 5 に接続されているため、 リレー 3 4 を開成 したとしても、太陽電

池 2 1 の発電電力を商用電力系統 1 1 に逆潮流させることが可能となる。さ

らに、 リレー 3 4 は、第 2 D C / A C コンバータ3 3 と第 2 連系点 3 6 との

間の第 2 出力線路 3 5 に設けているため、このリレ一3 4 を開成 しても配線

3 が遮断されることはなく、太陽電池 2 1 及び/ または商用電力系統 1 1

から負荷 1 5 に電力の供給を維持できる。

[0034] 続いて、制御部 5 1 は、 リレー 3 4 を開成 してから所定時間 （例えば、 5

分）経過 したか否かを判別する （ステップS 2 3 ) 。この所定時間は、負荷

1 5 での使用電力量の変動が安定すると見込まれる時間である。系統連系シ

ステム 1 の運転中に、電池システム4 の放電電力が逆潮流する場合として、

負荷 1 5 での使用電力量が急激に減少 し、電池システム4 及び太陽電池 2 1

からの供給電力量が余剰となつた場合が想定される。

[0035] この場合、ステップS 2 2 において説明 したように、 リレー 3 4 を開成す

ることにより、第 2 D C / A C コンバータ3 3 及び電池システム4 が商用電

力系統 1 1 から解列される。この解列 した状態が長時間保持されると、負荷

1 5 での使用電力量が増加 して太陽電池 2 の発電量よりも大きくなると、

商用電力系統 1 1 からの電力が負荷 1 5 に供給され続け、電力の使用効率が

低下する。このため、早急にリレー 3 4 を閉 じて、第 2 D C / A C コンパ一



タ3 3 及び電池システム 4 を商用電力系統 1 1 に連系させることが望ましい

。 しか しながら、短い時間で連系させた場合には、負荷 1 5 での使用電力量

の変動が安定 しておらず、電池システム 4 の放電電力が再び逆潮流すると考

えられる。

[0036] このため、本構成では、ステップS 2 3 の判別において、負荷 1 5 での使

用電力量の変動が安定すると見込まれる所定時間が経過 していない場合には

(ステップS 2 3 ；N o ) 、この所定時間が経過するまで待機する。

—方、ステップS 2 3 の判別において、所定時間が経過 した場合 （ステツ

プS 2 3 ; Y e s ) には、制御部 5 1 は、 リレー 3 4 を閉成する （ステップ

S 2 4 ) 。そして制御部 5 1 は、第 2 D C / A C コンバータ3 3 の出力を、

逆潮流が生 じる直前の出力よりも減 じて再起動させる （ステップS 2 5 ) 。

ここで、制御部 5 1 は、第 2 D C / A C コンバータ3 3 の出力を減 じて （例

えば、逆潮流が生 じる直前の出力の 7 0 ~ 8 0 % ) 再起動させるため、第 2

D C / A C コンバータ3 3 及び電池システム 4 を商用電力系統 1 1 に再び連

系させたとしても、電池システム4 の放電電力が逆潮流する蓋然性を低 くす

ることができる。

[0037] 続いて、制御部 5 1 は、充放電時間管理タイミングであるか否かを判別す

る （ステップS 1 6 ) 。 この充放電時間管理タイミングとは、配電系統であ

る商用電力系統 1 1 からの電力を夜間電力により蓄電 した電気エネルギーを

、昼間にこれを利用することにより商用電力系統 1 1 における昼間の発電電

力のピークを抑制 し、夜間電力の有効利用を図るために、電池システム4 か

ら蓄電 した電力を放電するための制御を行うタイミングである。

この場合において、制御部 5 は、時間帯毎にどれくらい電池システム4

から放電を行えば良いのかを、時間帯と当該時間帯における放電電力量との

組み合わせを予め充放電タイムスケジュールとして記憶 しており、制御部 5

は、このタイムスケジュールに沿って蓄電池の充放電を管理する。

[0038] 具体的には、例えば、充放電時間管理を 1 0 分毎に行う場合には、午後 2

時〜午後 2 時 1 0 分までの放電電力量を〇〇 k W、午後 2 時 1 0 分〜午後 2



時 2 0 分までの放電電力量を△ △ k W、 のようにスケジュールテ一プルと

して記憶 している。また、逆に午前 0 時〜午前 1時は充電時間帯として記憶

している。

このスケジュールテ一プルは、前日や、前年における実際の時間帯と放電

電力量、エネルギー管理システムである系統連系システム 1 における負荷 1

5 の稼動状況などに基づいて、逐次更新される。

なお、上記記憶例は一例であり、時間帯と充放電電力量との関係が分かれ

ばどのような記憶態様も採ることが可能である。

[0039] 図 6 は、充放電時間管理タィミング及び逆潮流監視タイミングのタイミン

グチヤ一 卜である。この場合において、逆潮流監視は、所定の逆潮流監視周

期 f R C (第 1周期）で行い、この周期 f R C は、充放電時間管理タイミン

グ周期 f C D (第 2 周期）よりも短い周期である。

より具体的には、逆潮流監視周期 f R C は、 2 0 m s e c 周期程度であり

、充放電時間管理タィミング周期 f C D は、 1 0 ~ 6 0 m i n 周期程度であ

る。

したがって、電池システム 4 からの放電量の切替時に逆潮流の発生を確実

に監視 して、逆潮流を確実に遮断させることができる。

[0040] 以上の説明のように、本発明を適用 した実施形態に係る系統連系システム

は、太陽電池 2 と、電池システム 4 と、太陽電池 2 が出力する直流電

力を交流電力に変換 し、太陽電池 2 と商用電力系統 （配電系統） 1 1 とを

連系 して商用電力系統 1 1 に接続される負荷 1 5 へ交流電力を供給するとと

もに、電池システム 4 が出力する直流電力を交流電力に変換 し、電池システ

厶 4 と商用電力系統 1 1 とを連系 し、負荷 1 5 へ交流電力を供給する第 2 D

C / A C コンバータ （インバ一タ回路） 3 3 と、を備え、電池システム 4 の

充放電の時間管理より短い周期で蓄電池の逆潮流監視を行う制御部 （制御手

段） 5 1 を備えているので、電池システム 4 における放電量の切替時に負荷

5 により電力が消費 しきれず、電池システム4 から商用電力系統 1 1へ逆

潮流するのを確実に防止するための対応ができる。 したがって、電池システ



厶 4 が蓄電 した電力を負荷へ供給することができるので、電池シ ステ ム 4 (

直流電源）か ら出力される電力をより有効 に利用することができる。

[0041 ] さ らに、逆潮流を検出 した場合には、電池システム 4 か ら商用電力系統 （

配電系統） 1 1 へ向かって流れる逆潮流を遮断状態にする リレ一 （開閉機構

) 3 4 を設けているので、制御部 5 1 は、逆潮流監視 において、電池システ

厶 4 か らの逆潮流を検出 した場合に、 リレー 3 4 を作動させるので、確実に

商用電力系統 1 1 へ電池システム 4 か ら逆潮流するのを防止できる。

さらにまた、制御部 5 1 は、 リレー 3 4 を作動させた後、復帰させる場合

、第 2 D C / A C コンバータ 3 3 の出力を リレ一 3 4 が作動する前 よりも減

じて動作させるので、第 2 D C / A C コンバータ 3 3 及び電池システム 4 を

商用電力系統 1 1 に再び連系させたと しても、電池シ ステ ム 4 の放電電力が

逆潮流する蓋然性 を低 くすることができる。

[0042] さ らに制御部 5 1 は、予め充放電のタイムスケジュールを記憶 してお り、

タイムスケジュールに沿 って電池システム 4 の充放電を管理 しているので、

不必要に電池システム 4 か ら商用電力系統へ逆潮流するのを抑制することが

できる。

また、電池システム 4 は、複数の電池ユニ ッ トB U が直列に接続 された組

電池 と して構成 されてお り、制御部 5 1 は、電池ユニ ッ トB U の蓄電容量を

バランスさせる電池バランス監視周期 よりも短い周期で電池システム 4 の充

電における電流電圧制御 を行 うので、実効的な蓄電容量を増加 して電力を有

効 に利用することができる。

さらに、制御部 5 は、電池システム 4 の充電 と並行 して蓄電容量をバラ

ンス させる処理 を行 うので、短い時間で実効的な蓄電容量を増加 して電力を

より有効 に利用することができる。

[0043] 以上、実施形態に基づいて本発明を説明 したが、上記実施形態は具体的な

適用例 を示 したもので、本発明はこれに限定されるものではない。例えば、

上記実施形態で示 した各周期 f C C 、 f B B 、 f R C 、 f C D の具体的な値

は一例であ り、本発明の技術的範囲内で適宜設定することが可能である。



また、上記実施形態では電池システム 4 が放電する放電モー ドを昼間時間

帯に行うものとして説明 したが、例えば、負荷 1 5 が夜間に使用される給湯

装置等である場合に、昼間に太陽電池 2 の電力により電池システム 4 を充

電 し、負荷 1 5 の稼働時間に合わせて夜間に放電モー ドを実行 してもよい。

[0044] その他、負荷 1 5 の種類や、具体的な系統連系システム 1 の各部の仕様及

び細部構成については任意に変更可能である。

例えば、以上の説明では、電池モジュールを複数のセルから構成 していた

が、単一のセルで構成することも可能である。

また、以上の説明では、直流電源として蓄電池の場合について説明 したが

、太陽電池、燃料電池などについても適用が可能である。

また、以上の説明では、第 2 連系点 3 6 から第 1連系点 2 5 への有効電力

の流れを検知 して逆潮流を検知 していたが、第 2 連系点 3 6 から第 1連系点

5 への無効電力を検出することでも逆潮流を検出することができる。

本出願は、 2 0 0 年 6 月 3 0 日出願の日本特許出願 出願番号 2 0 0

- 4 9 4 5 5 に基づくものであり、その内容はここに参照として取り込ま

れる。

符号の説明
[0045] 系統連系システム （エネルギー管理システム）

4 電池システム （直流電源）

4 B ~ 4 B 4 電池モジュール

商用電力系統 （配電系統）

5 負荷

太陽電池

2 3 第 1 D C / A C コンバータ

3 3 第 2 D C / A C コンバータ （インバ一タ回路）

3 4 リレー （開閉機構）

3 7 遮断機構

5 制御部



B U 電池ュ ニ ッ 卜

f R C 逆潮流監視周期 （第 1 周期）

f C D 充放電時間管理 タイミング周期 （第 2 周期 )

S W 放電用ス ィ ッチ

放電用抵抗



請求の範囲

直流電源 と、

前記直流電源か ら出力される直流電力を交流電力に変換 した後、 こ

の交流電力を配電系統 に繋がる配線 に重畳するインバ一タ回路 と、

この イ ンバ一タ回路か ら前記配線へ重畳 される交流電力が前記配電

系統へ逆潮流するのを所定の第 1 周期の間隔で監視する逆潮流監視手

段 と、

前記配線へ重畳する交流電力の量 を所定の第 2 周期の間隔で変更可

能 に制御する制御手段 と、 を備 え、

前記第 1 周期 を前記第 2 周期 よ り短 くすることを特徴 とするェネル

ギ一管理 シ ステ ム。

請求項 1 記載のエネルギー管理 シ ステ ム において、

前記ィンバータ回路か ら前記配線へ重畳 される交流電力を遮断する

開閉機構 を設 け、

前記制御手段 は、前記逆潮流監視手段が、前記配電系統八の逆潮流

を検 出 した場合 に、前記開閉機構 を作動 させて前記配線へ重畳 される

交流電力を遮断することを特徴 とするェネルギ一管理 システム。

請求項 2 記載のエネルギー管理 シ ステ ム において、

前記制御手段 は、前記開閉機構 を作動 させて遮断 した後、前記配線

へ重畳 される交流電力の供給 を再開させる場合、前記ィンバ一タ回路

か ら前記配線へ重畳 される交流電力の出力を前記開閉機構が作動する

前 よ りも減 じることを特徴 とするエネルギー管理 システム。

請求項 1 ない し請求項 3 のいずれかに記載のエネルギー管理 シ ステ

厶 に お い て、

前記制御手段 は、予め前記直流電源か らインバータ回路 を介 して前

記配線へ重畳 される交流電力の供給のスケジュール を記憶 してお り、

前記スケジュール に沿 つて この前記配線へ重畳 される交流電力を制御

することを特徴 とするェ ネル ギ一管理 シ ステ ム。



[ 請求項 5 ] 複数の電池セル を収容 した電池モジュール を直列に接続 して構成 し

た電池システム と、

前記電池システムの出力を交流電力に変換 し配電系統 に重畳 して、

前記配電系統 に接続 される負荷へ交流電力を供給する可能 とするイン

バ一タ回路 と、

前記配電系統の交流電力を整流 して前記電池システムの充電を行 う

充 § と、

前記複数の電池モジュ一ルの蓄電容量 をバ ランスさせる電池バ ラン

ス手段 と、

前記充電器、前記電池バ ランス手段及び前記ィンバータ回路 を制御

する制御手段 と、 を備 え、

前記制御手段 は、所定の第 1 周期毎 に前記充電における電流電圧制

御 を行 うように、前記充電器 を制御 し、所定の第 2 周期毎 に前記複数

の電池モジュ一ルの電池容量 を監視 してバ ランスさせるように前記電

池バ ランス手段 を制御 し、

前記第 1 周期 は前記第 2 周期 よ り短 く設定されていることを特徴 と

するエネルギー管理 システム。

[ 請求項 6] 請求項 5 記載のエネルギ一管理 システムにおいて、

前記制御手段 は、前記電池システムの充電 と並行 して前記蓄電容量

をバ ランスさせる処理 を行 うことを特徴 とするエネルギー管理 システ

厶。
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